
新地方公会計制度に基づく平成23年度小樽市の財務４表

　平成23年度の財務４表の概要

○

＜財務書類の対象範囲＞

平成20年度
決算

平成21年度
決算以降

土地取得事業特別会計
住宅事業特別会計
産業廃棄物処分事業特別会計
物品調達特別会計
港湾整備事業特別会計
青果物・水産物卸売市場事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
老人保健事業特別会計
簡易水道事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
駐車場整備事業特別会計
病院事業会計
水道事業会計
下水道事業会計
産業廃棄物等処分事業会計
石狩湾新港管理組合
石狩西部広域水道企業団
後志教育研修センター組合
北海道市町村備荒資金組合
北しりべし廃棄物処理広域連合
北海道後期高齢者医療広域連合
小樽市土地開発公社
(財)おたる自然の村公社
(株)小樽水族館公社
(株)マリンウェーブ小樽

　　 一　　般　　会　　計

(

普
通
会
計

)

特 別 会 計

　本市では、平成20年度決算から、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告
書」で示されている「総務省方式改訂モデル」を参考にして、普通会計（一般会
計、特別会計の一部）と市の全会計（一般会計、特別会計、企業会計）を合わせ
た財務書類の作成を始め、その後、平成21年度決算からは、市が負担金や出資金
などを支出している一部事務組合、公社や第３セクターなどの関係団体を含めた
連結ベースでの財務４表を作成しています。

会計名

第３セクター

企 業 会 計

一部事務組合

広 域 連 合

地方三公社
公 益 法 人



 

 
 

 

各表の概要・対前年度比較 
 
 

(1) 貸借対照表 

○ 貸借対照表は、年度末（各年度３月 31 日）時点において、市が行政サービスを提供する

ために保有している「資産」と、その資産をどのような財源（「負債」・「純資産」）で賄

われているかを示したものです。 

 

 ○ 左側の「資産」は市が保有している財産、右側の「負債」は地方債の未償還元金など将来

の世代に負担してもらう債務、「純資産」は資産と負債の差額で「正味の資産」を表します。 

 

 

 「貸借対照表」から分析できる主な指標 
 

 ◆ 純資産比率 

   ・資産のうちの「正味の資産」の割合（企業の自己資本比率に相当） 

 連結（関係団体を含む） 

22 年度 23 年度 増減 
純資産合計(d)／資産合計(b) 

53.0％ 53.8％ 0.8 

 

 

 ◆ 公共資産の世代間負担率 

   ・社会資本形成の結果を示す公共資産がこれまでの世代によって負担された割合 

 連結（関係団体を含む） 

22 年度 23 年度 増減 
純資産合計(d)／公共資産(a) 

55.7％ 56.7％ 1.0 

 
 

 ◆ 市民一人あたりの資産額、負債額、純資産額 

（H23.3.31 現在人口：131,744 人、H24.3.31 現在人口：130,156 人） 

 
  【連結（関係団体含む）】                （単位:千円）  

負 債 
資 産 

22 年度 23 年度 増減 

22 年度 23 年度 増減 1,008 993 △15 

純資産 

22 年度 23 年度 増減 

2,141 

うち公共資産 

2,034 

2,149 

うち公共資産 

2,037 

8 

うち公共資産 

3 1,134 1,156 22 

 

 



 

 
 

(2) 行政コスト計算書 

 ○ 行政コスト計算書は、１年間の市の経常的な行政活動のうち資産形成に結びつかない行政

サービスに係るコストと、使用料・手数料などの収入を示したもので、従来の官庁会計では

捕そくできなかった減価償却費など、非現金コストについても計上しています。 

 

 「行政コスト計算書」から分析できる主な指標 

 
 ◆ 受益者負担比率 

  ・行政コストに対する受益者負担の比率を示すもの 

 連結（関係団体を含む） 

22 年度 23 年度 増減 
経常収益(f)／経常費用(e) 

39.7％ 39.6％ △0.1 

 

◆ 市民一人あたりの経常費用、経常収益、純経常行政コスト 

（H23.3.31 現在人口：131,744 人、H24.3.31 現在人口：130,156 人） 

                         (単位：千円) 

連結（関係団体を含む） 
 

22 年度 23年度 増減 

経常費用 (e) 825 849 24

人にかかるコスト  119  120 1

物にかかるコスト 157 163 6

移転支出的なコスト 522 533 11
 

その他のコスト  27  33 6

経常収益 (f) 328 336 8

純経常行政コスト(e-f) (ｇ) 497 513 16

 
(3) 純資産変動計算書 

 ○ 純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」が１年間にどのように増減したかを示した

ものです。 

                                （単位：百万円） 

連結（関係団体を含む） 
 

22 年度 23 年度 増減 

期首(前年度末)純資産残高       (h) 145,630 149,362 3,732 

純経常行政コスト        (ｱ) △65,535 △66,773 △1,238 

市税、地方交付税など一般財源 33,955 33,063 △892 

国・道補助金等受入 35,085 34,781 △304 

その他 227 △23 △250 

当 期 

変動額 

 

財 源 

調 達 

小 計   (ｲ) 69,267 67,821 △1,446 

期末(当年度末)純資産残高(h+(ｱ+ｲ)(i) 149,362 150,410 1,048 



 

 
 

(4) 資金収支計算書 

 ○ １年間の現金の収入（歳入）と支出（歳出）が、どのような理由で増減しているかを、性

質別に区分して整理したものです。 

                                                    （単位：百万円） 

連結（関係団体を含む） 

 

22 年度 23 年度 増減 

期首(前年度末)資金残高             (ℓ) 1,882 2,871 989

経常的収支～経常的な行政活動から発生する収支（①）

 ・主な収入 市税、地方交付税など 

 ・主な支出 人件費、物件費など 

14,348 13,666 △682

公共資産整備収支～公共資産整備に係る収支 （②）

 ・主な収入 国・道補助金、市債など 

 ・主な支出 普通建設事業費など 

△614 △239 375
当

期

収

支 
投資・財務的収支～貸付金などの財務的な収支（③）

 ・主な収入 貸付金元金回収、財産売払収入など 

 ・主な支出 市債元金償還、貸付金など 

△12,538 △12,405 133

翌年度繰上充用金増減額              (j) △209 0 209

当期資金増減額（（①＋②＋③）＋j）         (k) 987 1,022 35

経費負担割合変更に伴う差額           (m) 2 △8 △10

期末(当年度末)資金残高(ℓ＋k＋m)            (n) 2,871 3,885 1,014

 


